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町田市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 町田市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３３年２月町田市条例第１１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

（初任給、昇格及び昇給の基準） （初任給、昇格及び昇給の基準） 

第４条 略 第４条 略 

第４条の２ 法第２８条の５第１項又は第２８

条の６第２項の規定により採用された職員

（以下「再任用短時間勤務職員」という。）

及び任期付職員法第５条の規定により採用さ

れた職員（以下「任期付短時間勤務職員」と

いう。）の給料月額は、前条第９項及び第１

０項の規定にかかわらず、それぞれの項の規

定による給料月額に、町田市職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（令和４年  月

町田市条例第  号。以下「勤務時間条例」

という。）第２条第２項及び第３項の規定に

より定められたその者の勤務時間を同条第１

項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする。 

第４条の２ 法第２８条の５第１項又は第２８

条の６第２項の規定により採用された職員

（以下「再任用短時間勤務職員」という。）

及び任期付職員法第５条の規定により採用さ

れた職員（以下「任期付短時間勤務職員」と

いう。）の給料月額は、前条第９項及び第１

０項の規定にかかわらず、それぞれの項の規

定による給料月額に、町田市職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（昭和３３年１０

月町田市条例第４６号。以下「勤務時間条例」

という。）第２条第２項及び第３項の規定に

より定められたその者の勤務時間を同条第１

項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする。 

（給与の減額） （給与の減額） 

第１０条 職員が勤務しないときは、勤務時間

条例第１１条第１項に規定する時間外勤務代

休時間又は休日（勤務時間条例第１２条及び

第１３条の規定による休日並びに勤務時間条

例第１４条第１項の規定により指定された代

休日をいう。第１２条において同じ。）であ

る場合、勤務時間条例に定める休暇（勤務時

間条例第１７条第１項に規定する生理休暇に

ついては市規則で定める日数を限度とし、同

項に規定する子育て部分休暇、勤務時間条例

第１８条第１項に規定する介護休暇及び勤務

時間条例第１９条第１項に規定する介護時間

を除く。）による場合その他その勤務しない

こと、及び給与の減額をしないことにつき任

命権者の承認がある場合を除き、その勤務し

第１０条 職員が勤務しないときは、勤務時間

条例第５条の３第１項に規定する時間外勤務

代休時間又は休日（勤務時間条例第６条に規

定する休日及び勤務時間条例第６条の２第１

項の規定により指定された代休日をいう。第

１２条において同じ。）である場合、勤務時

間条例に定める休暇（勤務時間条例第１０条

に規定する生理休暇については市規則で定め

る日数を限度とし、勤務時間条例第９条の２

第１項に規定する子育て部分休暇、勤務時間

条例第１２条の２第１項に規定する介護休暇

及び勤務時間条例第１２条の４第１項に規定

する介護時間を除く。）による場合その他そ

の勤務しないこと、及び給与の減額をしない

ことにつき任命権者の承認がある場合を除
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ない１時間につき、第１４条に規定する勤務

１時間当たりの給与額を、その勤務しなかっ

た月又は翌月以降の給与から減額するものと

する。 

き、その勤務しない１時間につき、第１４条

に規定する勤務１時間当たりの給与額を、そ

の勤務しなかった月又は翌月以降の給与から

減額するものとする。 

（時間外勤務手当） （時間外勤務手当） 

第１１条 略 第１１条 略 

２ 前項の規定にかかわらず、勤務時間条例第

５条の規定により、あらかじめ勤務時間条例

第３条の規定により割り振られた１週間の正

規の勤務時間（以下この項において「割振り

変更前の正規の勤務時間」という。）を超え

て勤務することを命ぜられた職員には、割振

り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した

全時間（市規則で定める時間を除く。）に対

して、勤務１時間につき、第１４条に規定す

る勤務１時間当たりの給与額に１００分の２

５を乗じて得た額を支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、勤務時間条例第

１４条の規定により、あらかじめ勤務時間条

例第２条第５項の規定により割り振られた１

週間の正規の勤務時間（以下この項において

「割振り変更前の正規の勤務時間」という。）

を超えて勤務することを命ぜられた職員に

は、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて

勤務した全時間（市規則で定める時間を除

く。）に対して、勤務１時間につき、第１４

条に規定する勤務１時間当たりの給与額に１

００分の２５を乗じて得た額を支給する。 

３・４ 略 ３・４ 略 

５ 勤務時間条例第１１条第１項に規定する時

間外勤務代休時間を承認された場合におい

て、当該時間外勤務代休時間に職員が勤務し

なかったときは、前項に規定する６０時間を

超えて勤務した全時間のうち当該時間外勤務

代休時間の承認により代えられた時間外勤務

手当の支給に係る次の各号に規定する時間に

対しては、当該時間１時間につき、第１４条

に規定する勤務１時間当たりの給与額に、当

該各号に規定する時間に応じ、当該各号に規

定する割合を乗じて得た額の時間外勤務手当

を支給することを要しない。 

５ 勤務時間条例第５条の３第１項に規定する

時間外勤務代休時間を承認された場合におい

て、当該時間外勤務代休時間に職員が勤務し

なかったときは、前項に規定する６０時間を

超えて勤務した全時間のうち当該時間外勤務

代休時間の承認により代えられた時間外勤務

手当の支給に係る次の各号に規定する時間に

対しては、当該時間１時間につき、第１４条

に規定する勤務１時間当たりの給与額に、当

該各号に規定する時間に応じ、当該各号に規

定する割合を乗じて得た額の時間外勤務手当

を支給することを要しない。 

（１）・（２）略 （１）・（２）略 

６ 略 ６ 略 

（休日勤務手当） （休日勤務手当） 

第１２条 略 第１２条 略 

２ 休日において正規の勤務時間中に勤務する

ことを命ぜられた職員には、正規の勤務時間

中に勤務した全時間に対して、勤務１時間に

つき、第１４条に規定する勤務１時間当たり

の給与額の１００分の１３５を休日勤務手当

２ 休日において正規の勤務時間中に勤務する

ことを命ぜられた職員には、正規の勤務時間

中に勤務した全時間に対して、勤務１時間に

つき、第１４条に規定する勤務１時間当たり

の給与額の１００分の１３５を休日勤務手当
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として支給する。ただし、勤務時間条例第１

４条の規定により、任命権者が代休日を指定

し当該代休日に勤務しなかった場合には、休

日勤務手当は支給しない。 

として支給する。ただし、勤務時間条例第６

条の２の規定により、任命権者が代休日を指

定し当該代休日に勤務しなかった場合には、

休日勤務手当は支給しない。 
 

第２条 町田市一般職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 
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改正後 改正前 

（給料表） （給料表） 

第３条 略 第３条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 任命権者は、全ての職員の職を前項に規定する等級別基準職務表に従

い、第１項の給料表に掲げる職務の級のいずれかに格付けし、同項の給

料表により給料を支給しなければならない。 

 

（初任給、昇格及び昇給等の基準） （初任給、昇格及び昇給の基準） 

第４条 略 第４条 略 

２～８ 略  ２～８ 略 

９ 町田市職員の分限に関する条例（昭和３３年１０月町田市条例第４４

号）第２条第２項の規定により、職員を降給させる場合におけるその者

の号給は、当該職員が降給した日の前日に受けていた号給より３号給下

位の号給（当該受けていた号給が職員の属する職務の級の最低の号給か

ら当該最低の号給の２号給上位の号給までのいずれかの号給である場

合にあっては、当該最低の号給）とする。 

 

１０ 法第２２条の４第１項及び第２２条の５第１項の規定により採用

された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月

額は、その者に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に

定める基準給料月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額に、町

田市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（令和４年  月町田

市条例第  号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第２項の規定

により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額とする。 

９ 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」とい

う。）の給料月額は、その者に適用される給料表の再任用職員の項に定

める給料月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額とする。 

１１ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４ １０ 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４
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年法律第４８号。以下「任期付職員法」という。）第４条第１項、地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第６条第

１項第１号又は町田市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２７年

１２月町田市条例第４８号）第１０条第１項第１号の規定により採用さ

れた職員の給料月額は、その者に適用される給料表の定年前再任用短時

間勤務職員の項に定める基準給料月額のうち、その者の属する職務の級

に応じた額とする。 

年法律第４８号。以下「任期付職員法」という。）第４条第１項若しく

は第５条、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１

０号）第６条第１項第１号又は町田市職員の配偶者同行休業に関する条

例（平成２７年１２月町田市条例第４８号）第１０条第１項第１号の規

定により採用された職員の給料月額は、その者に適用される給料表の再

任用職員の項に定める給料月額のうち、その者の属する職務の級に応じ

た額とする。 

１２ 任期付職員法第５条の規定により採用された職員（以下「任期付短

時間勤務職員」という。）の給料月額は、その者に適用される給料表の

定年前再任用短時間勤務職員の項に定める基準給料月額のうち、その者

の属する職務の級に応じた額に、勤務時間条例第２条第３項の規定によ

り定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除

して得た数を乗じて得た額とする。 

 

 第４条の２ 法第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項の規定によ

り採用された職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）及び任期

付職員法第５条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務

職員」という。）の給料月額は、前条第９項及び第１０項の規定にかか

わらず、それぞれの項の規定による給料月額に、町田市職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（令和４年  月町田市条例第  号。以下

「勤務時間条例」という。）第２条第２項及び第３項の規定により定め

られたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。 

（時間外勤務手当） （時間外勤務手当） 

第１１条 略 第１１条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員が、正規の勤 ３ 再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員が、正規の勤務時間
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務時間が割り振られた日において、正規の勤務時間を超えてした勤務の

うち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との

合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務に対する第１項第１号の

適用については、同号中「１００分の１２５」とあるのは「１００分の

１００」とする。 

が割り振られた日において、正規の勤務時間を超えてした勤務のうち、

その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計

が７時間４５分に達するまでの間の勤務に対する第１項第１号の適用

については、同号中「１００分の１２５」とあるのは「１００分の１０

０」とする。 

４～６ 略 ４～６ 略 

（休職者の給与） （休職者の給与） 

第１６条 略 第１６条 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 職員が町田市職員の分限に関する条例第２条第１項各号のいずれか

に該当して休職されたときは、その休職期間中これに給料、扶養手当、

地域手当及び住居手当のそれぞれの１００分の７０に相当する額以内

の額を支給することができる。 

４ 職員が町田市職員の分限に関する条例（昭和３３年１０月町田市条例

第４４号）第２条各号のいずれかに該当して休職されたときは、その休

職期間中これに給料、扶養手当、地域手当及び住居手当のそれぞれの１

００分の７０に相当する額以内の額を支給することができる。 

５ 略 ５ 略 

（期末手当） （期末手当） 

第１７条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（市規則で定

める職員を除く。）に対し、それぞれ基準日から起算して２０日を超え

ない範囲内において市長が定める日に支給する。これらの基準日前１月

以内に退職し、又は死亡した職員（市規則で定める職員を除く。）につ

いても、同様とする。 

第１７条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、それ

ぞれ基準日から起算して２０日を超えない範囲内において市長が定め

る日に支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、又は死亡した職

員についても、同様とする。 

２ 略 ２ 略 

３ 定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に対する前

項及び別表第６の規定の適用については、同項中「、扶養手当及びこれ

ら」とあるのは「及びこれ」と、同表中「１００分の１２０」とあるの

は「１００分の６７．５」と、「１００分の１００」とあり、及び「１

３ 再任用職員及び任期付短時間勤務職員に対する前項及び別表第６の

規定の適用については、同項中「、扶養手当及びこれら」とあるのは「及

びこれ」と、同表中「１００分の１２０」とあるのは「１００分の６７．

５」と、「１００分の１００」とあり、及び「１００分の９０」とある
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００分の９０」とあるのは「１００分の５７．５」とする。 のは「１００分の５７．５」とする。 

４・５ 略 ４・５ 略 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第１８条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（市規則で定

める職員を除く。）に対し、基準日以前６月以内の期間におけるその者

の勤務成績に応じて、それぞれ基準日から起算して２０日を超えない範

囲内において市長が定める日に支給する。これらの基準日前１月以内に

退職し、又は死亡した職員（市規則で定める職員を除く。）についても、

同様とする。 

第１８条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、基準

日以前６月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、それぞれ基

準日から起算して２０日を超えない範囲内において市長が定める日に

支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、又は死亡した職員につ

いても、同様とする。 

２ 略 ２ 略 

３ 定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に対する前

項及び別表第８の規定の適用については、同項後段中「、扶養手当及び

これら」とあるのは「及びこれ」と、同表中「１００分の１０２．５」

とあるのは「１００分の５０」と、「１００分の１２２．５」とあり、

及び「１００分の１３２．５」とあるのは「１００分の６０」とする。 

３ 再任用職員及び任期付短時間勤務職員に対する前項及び別表第８の

規定の適用については、同項後段中「、扶養手当及びこれら」とあるの

は「及びこれ」と、同表中「１００分の１０２．５」とあるのは「１０

０分の５０」と、「１００分の１２２．５」とあり、及び「１００分の

１３２．５」とあるのは「１００分の６０」とする。 

４ 略 ４ 略 

（通勤手当） （通勤手当） 

第１８条の４ 略 第１８条の４ 略 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、第１号及び

第３号に掲げる職員にあっては月の１日からその月以後の月の末日ま

での期間として市規則で定める期間（以下この項において「支給対象期

間」という。）、第２号に掲げる職員にあっては月の１日から末日まで

の期間につき、当該各号に定める額とする。 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、第１号及び

第３号に掲げる職員にあっては月の１日からその月以後の月の末日ま

での期間として市規則で定める期間（以下この項において「支給対象期

間」という。）、第２号に掲げる職員にあっては月の１日から末日まで

の期間につき、当該各号に定める額とする。 

（１）略 （１）略 

（２）前項第２号に掲げる職員 別表第９に掲げる職員の区分及び自転車 （２）前項第２号に掲げる職員 別表第９に掲げる職員の区分及び自転車
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等の片道の使用距離の区分に応じて同表に定める額（定年前再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員のうち、１月当たりの通勤回

数を考慮して市規則で定める職員にあっては、その額から、その額に

市規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

等の片道の使用距離の区分に応じて同表に定める額（再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員のうち、１月当たりの通勤回数を考

慮して市規則で定める職員にあっては、その額から、その額に市規則

で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

（３）略 （３）略 

３ 略 ３ 略 

（定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員についての

適用除外） 

（再任用職員及び任期付短時間勤務職員についての適用除外） 

第２１条 第４条第１項及び第３項から第９項まで、第６条の４、第７条、

第８条並びに第８条の４の規定は、定年前再任用短時間勤務職員には適

用しない。 

第２１条 第６条の４、第７条、第８条及び第８条の４の規定は、再任用

職員及び任期付短時間勤務職員には適用しない。 

２ 第６条の４、第７条、第８条及び第８条の４の規定は、任期付短時間

勤務職員には適用しない。 

 

附 則 附 則 

１・２ 略 １・２ 略 

３ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後におけ

る最初の４月１日（附則第５項において「特定日」という。）以後、当

該職員に適用される給料表の給料月額のうち、第３条第３項の規定によ

り当該職員の属する職務の級並びに第４条第１項、第２項、第５項、第

６項及び第９項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額に１０

０分の７０を乗じて得た額とする。この場合において、当該額に、５０

円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満

の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとする。 

 

４ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。  

（１）臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用され

る職員及び非常勤職員 
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（２）町田市職員の定年等に関する条例（昭和５９年９月町田市条例第３

１号。以下「定年条例」という。）第６条第２項第１号に掲げる職を

占める職員 

 

（３）定年条例第９条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定す

る異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含

む。）を延長された定年条例第６条第１項各号に掲げる職を占める職

員 

 

（４）定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務している職員

（定年条例第２条に規定する定年退職日において附則第３項の規定

が適用されていた職員を除く。） 

 

５ 地方公務員法第２８条の２第１項に規定する他の職への降任をされ

た職員であって、当該他の職への降任をされた日（以下この項及び附則

第７項において「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表

の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第３項の規定により当該職員

の受ける給料月額（以下この項において「特定日給料月額」という。）

が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を

乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り

捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に

切り上げるものとする。以下この項において「基礎給料月額」という。）

に達しないこととなる職員（市規則で定める職員を除く。）には、当分

の間、特定日以後、附則第３項の規定により当該職員の受ける給料月額

のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料と

して支給する。 

 

６ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給

料月額との合計額が第３条第３項の規定により当該職員の属する職務

の級における最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定

 

- 10 -

-  -0123456789



の適用については、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるの

は、「第３条第３項の規定により当該職員の属する職務の級における最

高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

７ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第３項の

規定の適用を受ける職員に限り、附則第５項に規定する職員を除く。）

であって、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があ

ると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、

市規則で定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した額を給料

として支給する。 

 

８ 附則第５項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則

第３項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該

給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当

分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、市規則で定めるところによ

り、前３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

 

９ 附則第５項又は前２項の規定による給料を支給される職員に対する

第１７条第５項（第１８条第４項において準用する場合を含む。）の規

定の適用については、第１７条第５項中「給料月額」とあるのは、「給

料月額と附則第５項、第７項又は第８項の規定による給料の額との合計

額」とする。 

 

１０ 附則第３項から前項までに定めるもののほか、附則第３項の規定に

よる給料月額、附則第５項の規定による給料その他附則第３項から前項

までの規定の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

行政職給料表（１） 

職員の区 職務 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 

行政職給料表（１） 

職員の区 職務 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 
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分 の級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年前再

任用短時

間勤務職

員以外の

職員 

略 略 略 略 略 略 

定年前再

任用短時

間勤務職

員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

略 略 略 略 略 

 

分 の級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

再任用職

員以外の

職員 

 

 

略 略 略 略 略 略 

再任用職

員 

 

 

 略 略 略 略 略 

 

備考 略 備考 略 

別表第１の２（第３条関係） 別表第１の２（第３条関係） 

行政職給料表（２） 

職員の区分 職務の

級 

１級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年前再任用短時

間勤務職員以外の

職員 

略 略 略 略 略 

定年前再任用短時  基準給 基準給 基準給 基準給

行政職給料表（２） 

職員の区分 職務の

級 

１級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

再任用職員以外の

職員 

 

略 略 略 略 略 

再任用職員  略 略 略 略 
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間勤務職員 料月額 料月額 料月額 料月額 

略 略 略 略 
 

 

    
 

備考 略 備考 略 

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

医療職給料表（１） 

職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 

定年前再任用短時間

勤務職員以外の職員 

略 略 略 略 

定年前再任用短時間

勤務職員 

 基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

略 略 略 
 

医療職給料表（１） 

職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職員以外の職

員 

略 略 略 略 

再任用職員  略 

 

略 略 

   
 

備考 略 備考 略 

別表第３（第３条関係） 別表第３（第３条関係） 

医療職給料表（２） 

職員の区分 職務の

級 

１級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年前再任用短時

間勤務職員以外の

職員 

略 略 略 略 略 

医療職給料表（２） 

職員の区分 職務の

級 

１級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

再任用職員以外の

職員 

 

略 略 略 略 略 
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定年前再任用短時

間勤務職員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

略 略 略 略 
 

再任用職員  

 

略 略 略 略 

     
 

備考 略 備考 略 

別表第４（第３条関係） 別表第４（第３条関係） 

医療職給料表（３） 

職員の区分 職務の

級 

１級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年前再任用短時

間勤務職員以外の

職員 

略 略 略 略 略 

定年前再任用短時

間勤務職員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

略 略 略 略 
 

医療職給料表（３） 

職員の区分 職務の

級 

１級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

再任用職員以外の

職員 

 

略 略 略 略 略 

再任用職員  

 

略 略 略 略 

     
 

備考 略 備考 略 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は令和４年１０月１日から、第２条及び次項から附則第

７項までの規定は令和５年４月１日から施行する。 

 （職員の勤務延長に関する経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の町田市一般職の職員の給与に関する条例（以下「新

条例」という。）附則第３項から第１０項までの規定は、地方公務員法の一部を改

正する法律（令和３年法律第６３号。以下「改正法」という。）附則第３条第５項

又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

 （定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

３ 改正法附則第４条第１項若しくは第２項又は第５条第１項若しくは第３項の規定

により採用された職員（以下「暫定再任用職員」という。）の給料月額は、当該暫

定再任用職員が新条例第４条第１０項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合に適用される

新条例第３条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に定め

る基準給料月額のうち、同条第３項の規定により当該暫定再任用職員の属する職務

の級に応じた額とする。 

４ 改正法附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定

により採用された職員（以下「暫定再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額

は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとし

た場合に適用される新条例第３条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間

勤務職員の項に定める基準給料月額のうち、同条第３項の規定により当該暫定再任

用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、町田市職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（令和４年  月町田市条例第  号）第２条第２項の規定に

より定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定す

る勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 
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５ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員

とみなして、新条例第１７条第３項、第１８条第３項及び第２１条第１項の規定を

適用する。 

６ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新条例

第１１条第３項及び第１８条の４第２項の規定を適用する。 

７ 前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員に関

し必要な事項は、町田市規則で定める。 
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